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はじめに

アメリカにおける公的医療制度は､おもに65歳以上の高齢者と障害

者を対象とする医療保険としてのメディケアと､低所得者を対象とす

る医療扶助としてのメディケイドである｡ こうした公的医療制度の対

象とならない大部分の国民だけでなく､その対象となる多くの国民も

私的医療保険に加入しているOそして私的医療保険によって保障され

ている大部分の国民は､雇用主提供医療保険を通じて医療給付を受け

ている｡

他方､近年におけるアメリカの医療制度は､医療費の持続的な上昇

によって基本的に特徴づけられている｡それは､国民医療費支出の増

大と国内総生産に対するその比率や､消費者物価指数の上昇 (一般的

インフレ)を上回る医療の消費者物価指数の上昇 (医療費インフレ)

にあらわれている｡

こうした医療費の上昇は企業が支払う医療費の増大をもたらしてい

る｡そのために企業は､医療保険に対してさまざまな措置を講じるよ

うになっている8従業員に対する医療給付の制限や自己負担 (定額控

除･共同負担)の引き上げ､管理型医療制度の導入､自家保険の採用
1)

などである｡
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アメリカの雇用主堤供退職者医療保険

表8 メディケアの入院保険税 ･自己負担 ･保険料

入 院 保 険 補足医療保険

入院保険税 定額 控 除 共同負担a) 共同負担b) 月払保険料

0,7% 40ドル 10ドル

1.2 52 13

18 92 23

21 180 45

2.7 400 100

2.9 492 123

2,9 520 130

29 540 135

2.9 560 C)

2.9 592 148

2.9 628 157

29 652 163

2.9 676 169

2.9 696 174

50ドル 3.0ドル

65 5.3

ll5 6.7

22.5 9.6

50.0 15.5

61.5 15.5

65.0 17,9

675 24.8

255d) 27.9

74.0 28.6

78.5 29.9

815 318

84.5 36.6

87.0 41.4

a)61日日～9D日日の入院医療で患者が負担する1日あたりの医療費
b)21日日～100日日の熟練看護施設医療で患者が負担する1日あたりの医療費
C)1989年は適用されず
d)1989年の最初の8日間に対する共同負担

ケアの補足医療保険の給付については､1989年包括財政調整法(Omni-

busReconciliationActof1989)によって､医師の診療費に対して

診療報酬明細表(feeschedule)が採用され､実際の診療費と診療報酬

明細表によって算定された診療費のうちの少ないほうが給付されるよ

うになっている｡こうしたメディケアの給付を抑制する措置によって､

メディケアが認定しない (したがって給付しない)医療費も企業 (戻

用主提供医療保険)や退職者に転嫁されることになる｡

他方､65歳以上の現職者の医療費も雇用主提供医療保険に転嫁され
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るようになっている｡65歳以上の現職者は､雇用主提供医療保険が第

1順位であり､メディケアが第2順位である｡そして企業は､こうし

た従業貞 (とその配偶者)に対して65歳未満の従業員 (とその配偶者)

と同じ医療保険を提供しなければならない｡これまで､従業員の退職
16)

年齢の引き上げ･撤廃にともなって､医療保障を受けることのできる

従業貞とその配偶者の範囲が拡大されている｡1982年税負担の公正と

財政責任に関する法律(TaxEquityandFiscalResponsibilityAct

of1982)によって､従業員20人以上の企業は､65歳から69歳までの従

業員とその配偶者に対して65歳未満の従業員と同じ医療保障を提供し

なければならないことになった｡そして､1984年財政赤字削減法(Def-

icitReductionActof1984)によって､65歳未満の従業員の69歳か

ら70歳までの配偶者にも拡大され､こうした配偶者に対してメディケ

アは第2順位になった｡さらに､1985年包括財政調整法 (Consol･

idatedOmnibusReconciliationActof1985)によって､70歳以上の

従業員とその配偶者にも拡大され､メディケアの受給資格を有する現

職者とその配偶者に対してメディケアは第2順位になっている (ただ

し､メディケアの受給資格を有する現職者はメディケアを第 1順位と

して選択することができるが､その場合には雇用主提供医療保険から

の給付はまったく受けられない)｡なお､1986年包括財政調整法によっ

て､障害者になった65歳未満の従業員に対してもメディケアは第2堰

位になっている｡

注8) Levit,KatharineR.,et.al,"NationalHealthExpenditures,1993,"

HealihCbTleFt'nanci瑠 Review,Vol.16No.1(Fall1994),pp279-280,p.284_

9) 消費者物価指数は､U.S.DepartmentofLabor,BureauofbborStatistics,

MonLhly上皿borReview 各号による｡
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10) 医療保険を提供している雇用主の大部分は民間企業であるが､その他に政府 (政

府職員の医療保険)と自営業者もある｡1991年において､雇用主提供医療保険によっ

て保障されている従業貞は7025万人であり､内訳は民間企業5455万人(77.6%)､政

府1382万人(19.7%)､自営業者188万人(2.7%)である｡また､政府と自営業者が提

供する医療保険によって､全政府職員の66.6%と自営業の全従業員の17.7%が保障

されている (Levit,Katharjne氏.,GaryL.01in,andSuzanneW.Letsch,

"Americans'HealthInsuranceCoverage,1980-91,''HealthCbr7eFtnanctng

ReviaL1,Vol.14No.1(Fall1992),p.38)

ll) Chollet,DeborahJ.andRobertt】.Friedland, L̀EmployerPaidRetiree

HealthInsurance:HistoryandProspectsforGrowth,"inTheChanging

HealthCbTleMaTkei,editedbyFrankB McArdle.Wa血ington,D.C.:Em-

p】OyeeBenefitResearchlnstltute,1987.p.207,U.S.DepartmentofCom一

merce,BureauofEconomlCAnalysis,SurveyofCurrlentBw'ness,Vol.66

No.7(July1986),p.69.,Vol.70No.7(July1990),p.83‥ Vol.74No.7(July

1994),p.92.民間企業と州 ･地方政府の従業員凍報酬 (賃金 ･給与と諸給付)のコ

ストについては､Braden.Bradley良 andStephallieL.Hyland,"Costof

EmployeeCompensationinPublicandPrivateSectors,"Monthly上丘bor

Rev2'ew,VoL116No5(May1993),pp.14-21.,を参照｡

12) UrutedStatesGeneralAccountingOffice,血YlyReiireeHealthIHealthSe-

cun'抄AciWouldShlftBillionsinCoststoFede和IGozJemment.Washington,

nC.･UnitedStatesGeneralAccountingOffice,July1994,p.12.

13) Warshawsky,MarkJ,TheUncerおinPrvm2'seofRet271eeHealthBeneJits

AnEvaluationofCo坤o昭teObh-gallons.WashlngtOn,D.CHTheAEIPress,

1992,pp76-78.,AmericanCouncilofLifeInsurance,1394LzfeZnsuyunce

Faciaok.WashlngtOn,D_C.:Am ericanCounc)IofLifeInsurance,p.113.

14) UnitedStatesGeneralAccountingOffice,血TIyReLmeHealth.･HealthSe･
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cun'&AdWt)uldShlftBillionslnCoststoFedemJGovemmgnt,p12

15)一治療項目別料金事前設定方式が入院治療に与える影響については､Gl】terman,

StuartandAllenDobson,"impactoftheMedicareProspectivePayment

SystemforHospltals,''HeaZLhareFfnancingReuz'ew,Vol,7No3(Spring

1986),pp.97-114‥ を参照｡

16) 従業員の退職年齢の上限は､1967年雇用年齢差別禁止法(AgeDISCriminationin

EmploymentActof1967)では､従業員20人以上の企業の場合､退職年齢の上限

は65歳であった｡しかし､1978年における同法の修正によってそれが70歳に引き上

げられた｡さらに､1986年における同法の修正によって退職年齢の上限そのものが

撤廃されている (ただし､適用除外の職種が若干ある)｡

第3節 退職者医療保険の変更

増大する医療費を抑制するために､多くの企業は退職者医療保険､

とりわけ将来の退職者の医療保険を変更するようになっている｡現行

法と近年の裁判所の判断によって､企業 (雇用主)は制度規約(plan

document)または労働協約(collectivebargainingagreement)にお

いて現在と将来の退職者に対する退職者医療保険を変更または終了す

る権利を留保している場合には､企業はそれを変更または終了するこ
17)

とができるようになっている｡ 大多数の企業は医療保険を変更でき

る権利を留保している｡

退職者医療保険の変更は大部分の場合､企業が医療費を退職者に転

嫁しようとするものである｡ カープ･アウト方式の採用や退職者が拠

出する保険料の引き上げ､退職者の自己負担 (定額控除 ･共同負担)

の導入 ･引き上げ､医療内容審査の実施である｡また､わずかではあ

るが退職者医療保険を終了させた企業もある｡
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企業は､メディケアと雇用主提供医療保険の給付を調整することに

よって､退職者の医療費を抑制している｡前節で､メディケアの給付

との調整方式として､一般的に医療費給付の調整､控除､カーブ･ア

ウトの3方式が採用されていることを述べておいた｡ メディケアは定

額控除や共同負担の規定によって､保障した医療費についても一般的

にその全額を胎付することはない｡そのために､雇用主提供医療保険

で自己負担が規定されている場合､企業が退職者医療保険でどの調整

方式を採用するかによって､メディケアが給付しない医療費について

企業 (退職者医療保険)と退職者 (自己負担)が分担する程度が大き

く異なることになる｡

企業は､一般的に退職者の自己負担がきわめて少ない医療費給付の

調整方式からそれがきわめて大きくなるカープ･アウト方式に変更し

ている｡すでに述べたように､医療費給付の調整方式では､退職者医

療保険で保障されている医療費のなかで､メディケアの給付はまず退

職者が支払わなければならない自己負担額 (メディケアで規定されて

いる定額控除と共同負担によって退職者が負担する医療費)にあてら

れる｡メディケアの給付額が退職者の自己負担額を上回る場合､その

残額は退職者医療保険が支払う医療費にあてられる｡したがって退職

者医療保険の給付額は､この保険で保障されている医療費からメディ

ケアの給付額と退職者が実際に負担する医療費を控除したものとなる0

それに対してカーブ･アウト方式では､まず退職者医療保険で保障

されている医療費に対して定額控除と共同負担が適用される｡そして

メディケアの給付額は退職者医療保険が支払う医療費にあてられる｡

そのために､退職者は自己負担額を全額 (退職者医療保険で保障され

ている医療費全額に対して適用される定額控除と共同負担による医療

費全額)を支払わなければならない｡したがってこの方式の場合に､
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退職者の医療利用度がもっとも大きく抑制されることになる｡また､

退職者医療保険に管理型医療(ManagedCare)が導入されている場合

には､この保険で保障されている医療費と要した医療費との差額も退

職者は支払わなければならなくなる｡

従来は医療費給付の調整方式が一般的に採用されていたが､現在で

はカーブ･アウト方式が多く採用されているO 表9は､1988年に米国

健康保険協会(HealthlnsuranceAssociationofAmerica)が民間

企業327社を対象に､雇用主提供退職者医療保険によって保障されて

いる退職者の年齢構成と調整方式の割合について行った調査を示した

表9 雇用主捷供退職者医療保険の調整方式 (1988年)

退 職 者 メディケア との調整方式

65歳革満 65歳以上 医療費の謂塵 控 除 カーブ.アウト

企業虜模100人未満 0.4% _0.6% 6.酵 5♂̀ 75.3%

100-999人 9.5 52 10_0 3.5 36.3

1000人以上導入年数4年以下 90.1 94.22.6% 2.4% 16.2 5.7 69.1J27_6% 4.7% 44.7%

5′-10年 405 45.2 1.4 0.2 97_1

ll-20年 28.3 29.4 146 1.9 81_4

21年以上 28,6 23.0 25.0 114 35.7

[注]調整方式の全棒の割合は､以下の理由のために合計しても100%にはならない｡
(1)7.2%の退職者は異なった調整方式を採用している複数の医療保険によって保
障されているため(2)4.7%の退職者の医療保険は調整方式を採用していないため
(3)0.1%の退職者はメディケアの受給資格がないため(410.9%の退職者の医療保
険は調整方式を分類できないため｡

[原典]1988HealthInsuranceAssociatzlonofAmericaRetireeFol一ow-up
SuⅣey

l出典]Morrisey,MichaelA･,GallA･Jensen,andStephen耳･Henderlite,
''Employer-SponsoredHealthhsuranceforRetiredAmencans,"Health
AHm'TS,Vol,9No.1(Spring1990),p67.
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ものである｡退職者の内訳は､65歳未満の早期退職者が37.2%､65歳

以上の退職者が62.8%である｡65歳以上の退職者のうち､94,2%の退

職者は従業員1000人以上の企業を退職し､100人未満の企業を退職し

た退職者はきわめてわずかである｡また､52.4%の退職者が11年以上

前に導入された医療保険によって保障されているように､多くの退職

者は比較的以前から医療保険を導入している企業から医療保障を受け

ている｡そして､66.3%の退職者がカープ･アウト方式を採用してい

る医療保険によって保障されている｡また､自家保険は州法の規制を

受けないために､この方式は自家保険で採用されている｡

3つの調整方式を比較すると､退職者医療保険による医療費の支払

いは､一般的にカープ･アウト､控除､医療費給付の調整の順で大き

くなる｡そこで､控除方式や医療費給付の調整方式を採用している医

療保険では､退職者が拠出する保険料や自己負担 (定額控除 ･共同負

担)の引き上げによって､医療費が退職者に転嫁されるようになって

いる｡

1987年から1992年にかけて､企業福祉コンサルタント会社7社は､

民間企業を対象に､雇用主提供退職者医療保険についてそれぞれ独自

に調査を行っている (7社の調査対象企業数は最少の72社から最多の
18)

1386社までの範囲にわたっている)｡ 企業福祉コンサルタント会社7

社の調査結果のうち､ここ数年のあいだに退職者が拠出する保険料を

引き上げた企業の割合は､372社を対象とした調査がその14%でもっ

とも小さく､780社を対象とした調査がその48%でもっとも大きくなっ

ている｡つまり､企業福祉コンサルタント会社7社の調査結果による

と､調査対象372社の14%から調査対象780社の48%までの割合の企業

で､ここ数年のあいだに退職者が拠出する保険料が引き上げられてい

る｡また､企業福祉コンサルタント会社7社のうちの3社の調査結果
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によると､調査対象377社の1%から調査対象173社の6%までの割合

の企業で､退職者はその企業の団体保険料率による保険料を全額拠出

している. そして､企業福祉コンサルタント会社2社の調査結果によ

ると､調査対象173社の41%と調査対象780社の44%の企業で､自己負

担が導入されるか引き上げられている｡

退職者の自己負担をメディケアの給付との調整方式別でみると､19

88年の米国健康保険協会の調査によると､定額控除の医療費を負担し

なければならない退職者の割合は､医療費の調整方式で74.0%､控除

方式で98.9%､カープ･アウト方式で48.2%であり､大部分の医療費

の調整方式と控除方式で定額控除が規定されている｡また平均でみて､

定額控除額はカーブ･アウト方式よりも医療費の調整方式のほうで高
19〉

くなっている｡そして企業は､退職者が拠出する保険料や定額経除･

共同負担の上限を消費者物価の変動に基づいて毎年引き上げるように

なっている｡

また､医療費を抑制するために､退職者医療保険で医療内容審査が

実施されている｡退職者医療保険によって保障されている退職者のな

かで医療内容審査を受けなければならない退職者の割合は､セカンド･

サージカル･オピニオン(secondsurgicalopinion,'緊急を要しない

手術を受けることをまたはそれを受けるかどうかの選択を患者が医師

から勧められたとき､別の医師の診断を受けて手術を受ける必要性が

あるかどうかの意見を求めるもの)61%､入院事前審査 (preadmis-

sionreview;入院の必要性や入院日数を事前に審査するもの)76%､

病院滞在審査(concurrentreview;入院中の患者に対して入院治療を

継続する必要性があるかどうかを判断し､適正な入院日数を審査する

もの)78%､高額症例管理(catastrophiccasemanagement;高額医

療費を要する可能性のある症例を早期に指定して適切な治療を計画 ･
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実施し､医療費をできるだけ効率的に管理するもの)74%となってい

る｡調整方式別でみると､入院事前審査を受けなければならない退職

者の割合は､医療費の調整方式で20.60/O､控除方式で76_20/.､カープ･
2O)

アウト方式で87.3%である｡

企業が医療費を退職者に転嫁する一般的な方法として､受給資格要

件 (勤続年数や勤務時間)の強化も行われている｡先に述べた企業福

祉コンサルタント会社7社のうちの6社の調査によると､調査対象13

86社の11%から調査対象780社の29%までの割合の企業で､受給資格

要件が強化されている｡ また､1988年の米国健康保険協会の調査によ

ると､退職者医療保険を提供している企業の74%は､早期退職者に対

して所定め最低限の年数､企業に勤務することを要求している (91.5
21)

%の退職者はこの要件を満たしている)0

さらに､退職者医療保険を終了させた企業もある｡1990年における

会計検査院の推計によると､1984年以降､ 250万社の1%未満の企業

が退職者医療保険を終了させ､それによって退職者が医療保障を失う
22)

か現職者が退職時点での医療保障の資格を失うている｡ 企業が退職

者医療保険を終了させると退職者は医療給付を受けることができなく

なり､保険料の比較的高い個人医療保険を購入しなければならなくな

る｡ しかし､契約前発病(preexistingcondition)のある退職者は個

人医療保険を購入できない場合もある｡また､65歳未満の早期退職者

はメディケアの受給資格がないために､退職者医療保険の終了はとり

わけ早期退職者に大きな影響を与えるものとなっている｡ただ､早期

退職者は､1985年包括財政調整法によって雇用主提供医療保険に加入

できるが､医療保障の継続期間は一般的に18か月と一定の期間に限定

されている｡
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注17) 退職者医療保険の変更または終了に関する裁判所 (連邦地方裁判所 ･連邦巡回控

訴裁判所)の判断については､以下の文献を参照oChol】etandFriedland,"ETn-

ployer･PaidRetireeHealthlnsurance･HistoryandProsp∝tsforGrowれ "

pp,215-218.,Finke】,MadelonLubinandHirschS.Ruchlin,TheHealth

CbyleBenef2'bofRetZreeSBaltimoreandLondon:TheJohnsHopkinsUniver-

SityPress,1991,pp.82-90.,Warshawsky,TheUncer加nPllVmtSeOfReb'r-

ee胞 l肋BenePtg,pp32-44,UnztedStatesGeneralAccountingOffice,Re-

iiy;eeHL20lihlymsIHealthBcnejEisNotSecyyleUnderEmpLoyer一触 edS_vstem.

Washington,D.C.:UnitedStatesGeneralAccountingOffice,July1993,pp,

17-20

18) 7社は､William H.Mercerlnc.,Towers-PerrinCompany,A Foster･

HlgginS良Co lnc_,BllCkConsultantslnc,TheWyattCompany,Hewitt

Ass∝iates,Hay/Huggin島Companylnc_である｡会計検査院は以下の文献で､

これら7社と､米国健康保険協会とブルークロス･ブルーシールド協会が行った調

査を論評している｡UnitedStatesGeneralAccountingOf5ce.ReiirleeHealth

Plans.HealthBeneJtbNotSeC3EreUnderEmpk)yer一触 cd軸 iem,pp.10-16,

以下本文で述べる企業福祉コンサルタント会社の調査岩泉は同文献によるものであ

る0

19) Morrisey,MichaelA.,GaitA.Jensen,andStephenE.Henderlite,"Em･

ployer-SponsoredHealthInsuranceforRetiredAmericans,"HealthA酔in,

Vo19No,1(Spring1990),p.70.

20) Ibid.,p.68,p.70.

21) Iaid.,p,69

22) UnitedStatesGeneralAccountingOffice,EmployeeBenejits:Edmtof

Coゆ nies'Reb'rleeHalthCovenye,p.8.
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おわりに

現在､多くの現職者は雇用主提供医療保険によって退職後の医療給

付を保障されそいる｡65歳以上の退職者はメディケアの受給資格を有

し､またその多くは雇用主提供医療保険にも加入している｡

しかし､退職者の医療費を抑制するために､企業は退職者医療保険

を変更または終了するようになっている｡ こうした企業の措置に対し

て､現在医療保障を受けている退職者や退職後に医療保障を受けるこ

とになる現職者は､現行法のもとではあまり保護されていない｡

従業員給付制度(employeebenefitplan)を改革するために制定さ

れた1974年従業員退職所得保障法 (EmployeeRetirementIncome

SecurityActof1974)は､企業年金制度に対して加入資格や受給権.

付与､積み立て基準､制度の終了などについて境定している｡しかし､

医療給付を含む従業員医療 ･福利厚生制度(employeewelfarebenefit
23)

plan)に対しては､報告･開示基準(reportinganddisclosurestan-

dards)と受託者責任(fiduciaryresponsibility)を規定しているのみで

あり､加入資格や受給権付与､積み立ては規定していない｡

その後､退職者の医療給付を保護するために､立法上の措置が講じ

られている｡1985年包括財政調整法(ConsolidatedOmnibusBudget

ReconciliationActof1985)は､従業員の死亡､著しい違法行為を

除くすべての理由による雇用の終了 (辞職 ･退職 ･解雇)､勤務時間

の減少 (レイオフ)､離婚など､医療保障の喪失となる認定事由

(qualifingevent)が生じた場合､雇用主は従業員とその扶養家族に

対して医療給付を継続しなければならないことを規定している｡しか

し､医療保障の継続期間は､雇用の終了または勤務時間の減少 (レイ

オフ)の場合18か月であり､その他の場合は36か月と一定の期間に限

定されている｡
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また､1987年退職者保険給付保障法(RetireeInsuranceBenefits

SecurityActof1987)によって､破産法第11章に基づいて登録した

企業は､すべての退職者と配偶者､扶養家族に医療 ･生命保険給付を

継続しなければならなくなった｡同法では､退職者は無担保の債権者

よりもむしろ管理費用とみなされ､それによって無担保の債権者に先

だって退職者に支払いが行われることになった｡また､退職者の給付

の変更を当事者が同意しない場合または裁判所が命令しない場合には､

企業は退職者の給付を継続しなければならなくなった｡

さらに､1988年退職者給付破産保護法(RetireeBenefitsBankrupt-

cyProtectionActof1988)によって､企業が破産した場合に退職者

の医療 ･福利厚生制度を保護するために､破産法第11章にあらたに1

秦 (第1114条)が付け加えられた｡同条によって､退職者の給付の変

更を退職者の委員会が同意しない場合または裁判所が命令しない場合

には､企業は退職者の給付を継続しなければならず､また退職者の給
24)

付は管理費用と同等の地位が与えられた｡しかし､こうした規定によっ
25)

ても､退職者はそれほど保護されていない｡

多くの大企業と中企業は､おもに1960年代半ばにおけるメディケア

の実施以降､退職者に医療保険を環供している｡しかし､高齢者医療

費の上昇やメディケアから企業への医療費の転嫁は､雇用主提供退職

者医療保険に大きな影響を与えるようになっている｡そのために､退

職者医療保険を変更または終了する企業もでている｡また､多くの小

企業はとりわけ退職者に対して医療保険を提供していない｡65歳以上

の国民はメディケアの受給資格を有し､雇用主提供医療保険にも加入

している場合には給付順位はメディケアが第1順位である｡そのため

に､メディケアに対する嘩置は退職者医療給付に大きな影響を与える0

また､雇用主提供医療保険はメディケアを補足し､多くの退職者はそ
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れに加入している｡雇用主提供医療保険による退職者医療給付が確保

されるかどうかは､従業員に対して受給権を付与し､将来の医療給付
i)b)

の事前積み立てを促進するためにそれに対して税制優遇措置を拡大し､

要件 ･制限を緩和するといった措置に依存している｡

注23) 従業員給付制度(employeeben号fitplan)は､賃金 ･給与以外の退職年金や生命

保険､医療保険､労働者災害保障保険､失業保険等､さまざまな給付を含んでいるD

従業貞医療 ･福利厚生制度(employeewelfarebenefitp一an)は､従業員給付制度

のなかの年金給付を除いた諸給付を指している｡

24) FinkelandRuchlln,TheHealthCue&nePtsofRell柁eS.pp82-84.,Unl't-

edStatesGeneralAccountingOffice,RetZreeHealthPkznsIHealthBenejits

NoISec2ir;CUndeyEmployer-BISedSystem,p18

25) この点については､UnltedStatesGeneralAccountingOffice,EW loyeeBe7t-

eJiLsIEHecEofjおnkru♪tcyonRetireeHealthBenejitS.Washington,D.C.･

UnitedStatesGeneralAccountingOffice,August1991,を参照｡

26) 税制優遇措置を受けることのできる退職者医療給付の事前積み立て方法として､

内国歳入法第401条h項に基づく信託(section401(h)trust)と内国歳入法第501条 C

項9号に基づく信託(sectlOn501(C)(9)trust)がある｡しかし､こうした方法の利

用に対してはいくつかの要件や制限が規定されている｡大部分の企業は､退職者医

療給付の事前積み立てはまったく行っていない｡
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